
Ⅰ．はじめに 

	 「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成 25 年法律第 65 号：以下「法」と略記す

る）」が制定され、合理的配慮の提供が行政機関等において義務化された。このため、公立学校において

も合理的配慮の提供が義務づけられた。合理的配慮とは、2006年に採択された「障害者の権利に関する

条約（以下条約と略記する）」に規定された概念で、障害の有無に関わらず全ての人に平等な権利と自由

を保障するために、生活上の特定の場面で必要な変更及び調整を行うことを意味している。さらに、合

理的配慮は、本人の生活の質の向上に資するだけでなく、周囲と比して均衡を失したり、提供する側に

とって過度の負担を要求されなかったりするものであることも定義されている。これらを踏まえた上で、

今回制定された法においては、本人から意思表明があったときに提供されると示されている。 

	 我が国の学校教育においては、法の制定に先んじて、2006年より特別支援教育が制度化され、障害の

ある児童・生徒の学習を促進するための様々な配慮が提供されてきた。これらの配慮は、診断のある児

童・生徒にとどまらず、担任が指導上気になる児童・生徒に対しても、小学校を中心とした学校現場に

おいて提供されてきた。さらに、指導上気になる児童・生徒に対し配慮を提供しようとする考え方は、

「発達的な障害の有無に関わらず、配慮や支援の多少が違うだけで、どの子も皆配慮や支援を必要とし

ている」(1)と読みかえられ実践が進んだ。一方、高等学校においては、特別支援教育の体制整備の遅れ

とともに、障害のある生徒に対する特別な対応の提供の遅れが指摘されることが多かった。例えば、内

野と高橋(2006)(13)は、2004年に神奈川県内すべての高等学校に質問紙調査を行い、単位・進級・卒業認

定などについて特別な対応はなされておらず、教員の障害に対する理解や専門性も不足していることを

明らかにした。また、小方(2018)(7) は、2013年と 2014年に行った高等学校の特別支援教育コーディネ

ーター（以下コーディネーターと略記）を対象とした調査から、内野と高橋（2006）（13）が調査を行っ

た 10 年後においても、特別支援教育についての理解が浸透しているとはいえない状況を示した。さら

に、同じ調査の中で生徒の指導支援に関して、何とか対応しようとする教員がいる一方で「できないこ

とは怠けである」といった考えの教員もおり、教員個人の考えによって対応が異なるという現状を明ら

かにした。 

また、高等学校は義務教育ではなく、入学にあたって入学試験が行われる。そのため、学校間で生徒

の学力差があり、実態も異なっている。文部科学省が 2009 年に公表した調査において、高等学校の課

程別・学科別で支援を必要とする生徒の在籍数に違いがあることが示された（12）。さらに、藤原・河村

(2015)(2)は卒業生の進路実態をもとに、高等学校を「進学校」、「進路多様校」、「非進学校」の 3 つに分

けた分析を報告しているが、「非進学校」の生徒においては、特に課題が大きいことを述べている。この

ように、高等学校においては生徒の実態がさまざまであり、合理的配慮の提供についても学校ごとに考

慮すべき点が異なることが考えられる。 

このような中で、高等学校の教員からは、内野と高橋(2006)(13)が指摘する、困難さを本人の責任であ

るとする考え方とともに、生徒自身が配慮を提供されることを好まない、他の生徒が不公平感を感じる



といった合理的配慮提供に関する生徒側の否定的な感情に教師が考えをめぐらせた声を聞くことがあ

った。 

現在、通級指導教室の導入など、高等学校の合理的配慮提供を取り巻く環境は変化の時を迎えている。

これらの背景から、高等学校において、教師と生徒の合理的配慮に関する意識を丁寧に確認する必要を

感じた。特に、「非進学校」においては、学習上困難さがあり、合理的配慮を必要とする生徒が多く在籍

しているため、問題の一端が明確に示されていると考えた。本研究は、「非進学校」高等学校における、

学校における合理的配慮に関する生徒と教師の意識調査を通して、合理的配慮提供の推進と特別支援教

育の体制整備に関わる知見を得ることを目的とする。 

 

Ⅱ．方 法 

1．対 象 

目的に示したように、藤原・河村（2015）(2)のいう「非進学校」の中で、組織的な対応が実施されて

いると考えられる学校を対象として選択した。組織的な対応に関する選択の視点として、文部科学省ま

たは都道府県指定の特別支援教育の研究推進校となった学校であることを基準とした。このような視点

から選択された調査対象者は、西日本にある A高等学校（全日制	 総合学科）1校の生徒と教師であっ

た。そのうち、調査実施日の欠席を除く生徒と教師に質問紙を配布し回答を得た。本調査は、単独校の

在籍生徒を対象とした悉皆調査であるため、情報の秘匿性を担保するよう回答者の属性を要約して示す。

生徒の学年別の回収数は、70～120名（回収率 87.5～94.5％）であり、性別は男子 20～44名（回収率

86.9～96.5％）、女子 50～76名（回収率 87.2～94.3％）であった。また、教師の回収数は 36名（回収

率 100%）であった。 

2．手続き 

	 質問紙は、日本学生支援機構(2014)(6)、滝吉・五十嵐（2015）(11)、岡田(2016)(8)を参考にして作成し

た。なお、質問紙の作成について、A高等学校の特別支援教育コーディネーターから助言を得た。 

質問紙は、調査責任者がＡ高等学校に持参し、実施後郵送で返送を依頼した。実施時期は 201x年 12

月から翌年 201x＋1年 2月であった。 

質問紙は、A4版上質紙に横向きで片面印刷し、表紙に研究意図の説明と研究協力の意思確認、性別の

記載欄を設定した。また、最終ページには、回答の見直しと回答もれの確認項目を加えた。学校におけ

る合理的配慮に関する質問については、生徒用・教師用ともに同一の設問とし、合理的配慮を必要とす

る状況の例示と提供される合理的配慮(表 1参照）を示し、回答するようにした。なお、A校特別支援教

育コーディネーターからの助言により、設問にはすべてふりがなをつけた。なお、分析はすべて

Microsoft Excel for Office 365とHAD15.0(10)を使用した。 

1) 生徒を対象とした調査 

生徒用の質問紙については、自分の合理的配慮の要求度を回答する場合と友達が合理的配慮を受ける



場合の不公平感を回答する場合との 2部から構成した。本稿においては、自分が合理的配慮を受ける場

合の要求度については自分配慮、友達が配慮を受ける場合の不公平感については友達配慮と略記するこ

ととする。 

回答は、自分配慮も友達配慮も 6 件法で回答するようにしたが、選択肢が異なっていた。すなわち、

自分配慮の設問では、（１＝すごくさせて欲しい、２＝させてほしい、３＝まあさせて欲しい、４＝あま

りさせて欲しくない、５＝させて欲しくない、６＝必要ない）であり、友達配慮の設問では、（１＝まっ

たくかまわない、２＝かまわない、３＝まあ、かまわない、４＝ちょっとずるいと思う、５＝ずるいと

思う､６＝すごくずるいと思う）であった。さらに、自分配慮の設問には例示された状況に自分が該当す

るかどうかも回答するようにした。なお、調査の実施場面は、各担任の裁量とした。 

2) 教師を対象とした調査 

教師用の質問紙についても、６件法で回答を求めた（1＝現在実施している、2＝実施していないが、

実施できる、3＝どちらかというと実施できる、4＝どちらかというと実施できない、5＝実施できない、

6＝実施すべきではない）。教師用の質問紙は、特別支援教育コーディネーターを通じて配布し実施した。 

3．倫理的配慮 

	 調査の実施に際し、校長に質問紙を示し内容の確認を依頼するとともに、研究趣旨の説明を行い実施

の許可を得た。実際の個々の学級における調査実施の適否は学級担任の裁量とし、生徒に不利益が及ぶ

と判断された場合は、実施しないことができると申し合わせた。さらに、質問紙の表紙に調査の趣旨及

び参加の任意性について記述し、調査協力できる場合はチェックによって参加意思を示し回答するよう

にした。また、調査に参加しない場合であっても不利益はないことを明記した。 

	

Ⅲ 結 果 

空欄のある回答をのぞいた有効回収率は、教師用質問紙 100％であった。教師からの回収率が 100％

であったのは、A高等学校においても合理的配慮提供についてどのようにするのか、教師間での課題と

なっており教師側の関心が高かったためである。また、生徒用質問紙については、自分配慮と友達配慮

とに分けて集計し、回収率はそれぞれ自分配慮 63.3％、友達配慮 91.0％であった。このように分けて集

計した理由は、それぞれの設問が自分の合理的配慮の要求度と友達への合理的配慮提供の不公平感とい

う別の内容を取り扱っているとともに、自分配慮の必要な状況の例示に該当しないと回答した者のうち、

合理的支援の要求度についても回答しなかった場合があり、この部分に空欄がある全ての回答を無効と

した場合、損失が多くなったためである。 

表 1に項目毎の平均と中央値、分散を示す。なお、今後の各項目の表記については、表 1の括弧内に

示した呼称で記す 

 

 



表 1 質問紙に記載された合理的配慮を必要とする例示と提供される配慮例、及び基本統計量 

 
 

1．生徒の友達配慮と教師の合理的配慮提供に関する意識の比較 

生徒の友達配慮に関する不公平感と教師の合理的配慮提供に関わる意識の比較を表 2に示す。本調査

は、6件法であったため回答の 1～3を提供に肯定的、4～6を否定的とし、Fisherの正確確率検定を行

った。その結果、試験及び評価を中心とする項目（別室テスト、作品の代替、締め切り延長、試験時間

延長、録音許可、科目の代替、冗談説明）において有意差が示され、生徒は教師と比べ肯定的な態度で

あった。 

 



表 2 合理的配慮の提供に関わる教師と生徒の意識の相違 

 
 

2．生徒の自分自身の配慮の必要性に関する意識について 

生徒の自分配慮についての因子分析を行った。因子数は、最小平均偏相関を参考にし、解釈の可能性

から 2因子を設定した。因子負荷量 0.4以下の削除を計画したが、該当する項目はなかった。第 1の因

子は、「欠席時の連絡」、「冗談の説明」、「グループの免除」、「個別学習」、「科目の代替」、「撮影許可」、

「話し合い免除」、「質問予告」、「質問許可」から構成され、「教師の関わりと免除」と命名した。第 2の

因子は「別室テスト」、「授業予告」、「作品の代替」、「試験時間延長」、「録音許可」、「締め切り延長」、「宿

題の計画」から構成され、「延長・代替措置」と命名した。 

表３に、回答した者の属する学年の回答者数を母数とし、2 因子のいずれかに１項目以上該当すると

回答した者の比率を示す。「配慮が必要な状況に該当しない」と回答した者の割合は、69.1％であった。

「教師の関わりと免除」が必要な状況があると回答した者は 6.8％、「延長・代替措置が必要な状況があ

ると回答した者は 7.1％であった。この割合にはどちらにも必要な場合があると回答したものは含まれ

ていない。どちら必要な場合があると回答した者の割合は 17.0％であった。以上から、いずれかの支援

が必要な状況に該当すると回答した者の割合は、30.9％であった。 

次に、各因子の平均因子得点と自分配慮の必要性に関する一要因分散分析を行ったが、有意差は認め

られなかった（「教師の関わりと免除が必要」：F(3, 201) = 0.585, n.s. 、「延長・代替措置が必要」：F(3, 

201)= 0.362, n.s.)。 

 

 



表 3 自分配慮の必要性の該当状況（学年の有効回答率を母数とする百分率表示） 

  

 

3．友達が支援を受けることに対する不公平感について 

	「友達配慮」についても同様に因子分析を行い、3因子を得た。分析の結果、「撮影許可」、「質問許可」、

「録音許可」、「宿題の計画」については、因子負荷量が 0.4 に満たないため削除した。第 1 の因子は、

「グループ免除」、「話し合い免除」、「科目の代替」から構成され、「グループ・話し合いの免除」と命名

した。第 2の因子は、「作品代替」、「締め切り延長」、「授業予告」、「試験時間延長」、「別室テスト」、「録

音許可」から構成され、「時間・空間的猶予」と命名した。第 3 の因子は、「冗談の説明」、個別学習」、

「宿題の計画」、「欠席時の連絡」、「質問予告」、「質問許可」から構成され、「教師の関わり」と命名した。 

次に、友達配慮の平均因子得点と自分配慮の必要性の該当状況に関して一要因分散分析を行った。そ

の結果、「友達が『時間延長と代替』をうける」ことについては、1％水準で有意差が認められ、多重比

較(Bonferroni 法）において、配慮の必要な状況に該当しない者と比較して、どちらも必要とする者は

1％水準で有意に不公平感を感じることが示された（「友だちが『時間延長と代替』をうける」：F（3, 291）

= 5.026, p< .01）。また、「友達が『関わりの免除』を受ける」ことについても、5％水準で有意差が認め

られたが、多重比較の結果、項目間の有意差はみられなかった(「友だちが『関わりの免除』をうける」：

F(3, 291) = 2.75, p< .05)。「友だちが『教師の関わり』うける」ことについては、有意ではなかった(「友

だちが『教師の関わり』をうける」: F(3, 291)= 1.983, n.s.）。 

	

Ⅳ 考 察 

	 県立 A高等学校において、学習上の配慮が必要な生徒への合理的配慮提供に関する教師と生徒との意

識調査を行った。 

	 その結果、生徒の方が教師と比較して友だちが合理的配慮を受けることについて概ね肯定的な態度で

あった。次に、生徒自身が教師から合理的配慮を提供される場合、自分が合理的配慮の必要な状況に該

当するか否かに関係なく要求度は低かった。一方で、友達が配慮を受ける場合、合理的配慮の必要な状

況に該当する者の方が、該当しない者と比較して不公平感が強い場合があることが示された。 

1．合理的配慮提供に関する教師と生徒の友達配慮の比較 

	 合理的配慮に対する教師の意識について、今回調査対象とした A高等学校の教師は、試験を含む評価

1年 2年 3年 合計

該当しない 65.0 72.7 71.8 69.1
教師の関わりと免除が必要 7.3 3.9 8.2 6.8
延長・代替措置が必要 5.1 7.8 9.1 7.1

どちらも必要 22.6 15.6 10.9 17.0
合計 100 100 100 100

（％）

配慮の必要状況
学年



と履修に関する項目と授業中の録音に関する項目を除き、その提供に肯定的な者が半数を超えた。しか

し、項目毎の教師と生徒の友達配慮との比較では、16項目中７項目において有意差が示された。その中

で、「別室テスト」と「試験時間延長」のテストの実施方法に関する項目と、「科目の代替」において６

割を超える教師が否定的態度を示した。一方、生徒は教師と比較すると友達配慮に関して肯定的態度の

者が多かった。 

試験や評価については、公平であることが一般には求められる。しかし、学習障害に代表される学習

の困難さを抱える生徒の存在が明らかとなり、2011 年より大学入試センター試験においても所定の書

類提出による審査を通して、別室受験や試験時間の延長といった特別措置が認められるようになった。

この提出書類には、医師などの診断書とともに、高等学校における合理的配慮の実態を示すことが求め

られている。そのため、高等学校において合理的配慮の提供があることが生徒の大学入試センター試験

における特別措置を保証するのである。芝木と水内(2013)(9)は、2011年に全国の高等学校の進路担当又

はコーディネーターを対象として、大学入試センター試験における特別措置の認知状況を確認している。

それによると、半数の教師が特別措置について既知であった。この調査は、特別措置が提供されるよう

になった当該年度の調査であったものの、調査に回答した者はこれらの情報に第一に触れる職務の教員

であった。このことから考えると、本調査実施時においてもすべての教員がこの特別措置について正確

に認知している可能性は高いとは考えられない。高等学校において合理的配慮を提供することが、生徒

の進路保証の一助となることを周知する必要がある。 

試験における合理的配慮の提供を阻害する要因として、友達が配慮を受けることに関して生徒が不公

平感を感じることへの教師の気遣いがある。しかし、本調査で確認した限りにおいては、生徒は教師と

比較して寛容な者が多かった。このことは、大学入試センター試験における特別措置の詳細とあわせ、

高等学校教員に周知し配慮提供を推進する必要があると考えている。 

なお、大学入学センター試験は、2020年度より大学入試共通テストとなる。合理的配慮に関わる詳細

は、未定であるが、これまでの経緯及び準備状況から考えて、開始年度においてはこれまでの手続きが

踏襲されると考えられる。 

2．生徒の配慮提供に関わる意識について 

	 生徒の合理的配慮提供に関わる意識について、自分配慮（自分への合理的配慮の要求度）については、

「教師の関わりと免除」、「延長・代替措置」の 2因子、友達配慮（友だちが合理的配慮を受けることに

関する不公平感）については、「グループ話し合いの免除」、「時間・空間的猶予」、「教師の関わり」の 3

因子がそれぞれ抽出された。自分配慮への該当状況を確認したところ、「教師の関わりと免除」または

「延長・代替措置が必要」な状況に該当すると回答した者の割合は、それぞれ 6.8％と 7.1％であった。

さらに、そのどちらも必要な状況に該当すると回答した者は、17.0％であり、これらをあわせると 30.9％

であった。文部科学省が 2009 年に公表した高等学校進学者全体に対する発達障害等による学習上の困

難のある生徒の在籍率の推計値は 2.2％であった(12)。さらに、同じ調査の中で、定時制高等学校や通信



制高等学校においては、困難のある生徒の在籍率が多く、定時制高等学校 14.1％、通信制高等学校 15.7％

であったことを示した(12)。今回の調査によってＡ校で示された数値は、これよりもかなり高い。文部科

学省の調査は、中学校教師への質問紙調査によって得られた結果と生徒の卒業後の進路状況の概要から

得られた推計値である。生徒に学習における困難さを直接尋ねた今回の調査とは、調査の方法も設問も

異なるため直接の比較することはできない。しかしながら、表面的には適応しているものの実際には困

難な状況にあり、潜在的に配慮を必要としている生徒の実態が反映されたのではないかと考えている。 

	 次に、自分配慮の要求度に関しては、表 1に示したように、すべての項目において低かった。調査前

の教師への聞き取りでは、本人の実態に関係なく多くの生徒が配慮を要求するのではないかという意見

もあったが、これは否定された。 

	 さらに、自分配慮が必要な状態に該当する生徒と該当しない生徒との比較において、自分配慮に関す

る平均因子得点に有意差は確認されなかった。つまり、学習上の困難さがあった場合でも、本人達が合

理的配慮を希望すると断言できるわけではなかったのである。片岡(2015)(4)は、大学生の配慮提供にお

いて重視される本人側の要因としてセルフ・アドボカシースキル(以下 SASと略記）の獲得の重要性を

指摘している。SASとは、当事者が自分にとって必要な支援や配慮を求める支援要請に関わるスキルで

ある。SASを身につけるためには、自分にとって必要な配慮を理解することと、それを周囲に伝える能

力が必要となるが、その獲得には計画的な指導が必要である。米国にある LD・ADHDに特化した大学

であるランドマーク大学では、必修科目として SAS を学ぶ機会が提供されていると片岡（2015）(4)は

紹介している。平成 30 年 4 月より、高等学校における通級による指導が施行され各地で実践が行われ

ている。制度施行に先立って、研究指定校の報告が示されている。その報告書を見ると、SASの指導と

重なる部分のある実践がいくつか報告されている(5)。例えば、神奈川県立綾瀬西高等学校では、自分の

苦手なことをチェックシートで把握し、特別な学習内容を受講する学習支援を申請する学習プログラム

が設定されていた。また、兵庫県立西宮香風高等学校では、大学との共同研究による自己理解プログラ

ムを実践する中で、自分の特性を理解し、必要な場合は配慮を依頼するスキルを身につけ、大学入学試

験において合理的配慮を自分で依頼した事例の報告があった。通級による指導においては、自立活動の

内容に基づき個別の指導計画が作成され、指導が実施される。平成 29 年度告示特別支援学校指導要領

の自立活動において、「1-（4）障害の特性の理解と生活環境の調整に関すること」が新たに設置された。

これによると、「自閉症のある幼児児童生徒で（中略）自分から別の場所に移動したり、音量の調整や予

定を説明してもらうことを他者に依頼したりする」と示されており、SASの視点からの指導が求められ

ている。障害のある者が障害のない者と等しく社会参加するための条件として、合理的配慮が提供され、

本人がそれを当然の権利として行使することが重要であることに議論の余地はない。法における合理的

配慮の提供条件に、本人からの申し立てがあることから考えると、高等学校における通級による指導の

視点として SAS の立場からの指導が行われることは重要であり、今後の実践の拡大を期待したい。さ

らに、通級による指導が利用できる生徒だけでなく、必要とするすべての生徒に対して、SASを念頭に



置いた指導が行われることが望まれる。 

	 次に、友達が配慮を受けることに関する不公平感（友達配慮）に関しては、「友達が『時間・空間的猶

予を受ける』こと」について、自分配慮の必要な状態に該当しない生徒と比較して、自分配慮をどちら

も必要な状態に該当する生徒の不公平感が有意に高かった。障害のある者へのサービス提供に対する周

囲からの不公平感について、飯野(2012)(3)は「人格の道徳的平等」の揺らぎとして説明している。障害

により低年齢時から学習において困難が生じている者にとって、学習場面で困難がない状態を想像する

ことはできない。もしも友達が、その困難を何らかの配慮によって難なく越えてしまうならば、同じ場

で学習する者としての平等性が脅かされるような感覚をもってしまう。このことから考えると、障害に

よって生まれながらに学習の困難さがある者が、友達の配慮提供に対して感じる不公平感は、これまで

の学習の中で自分が必要とする配慮が提供されてこなかったことと表裏である。小学校・中学校におい

て、児童生徒に対する授業中の配慮が様々な形で実施されてきたはずである。しかし、これらが当事者

の必要感を推し量った上での配慮であったか、本人たちが配慮を有用と感じたかどうかの確認は今回の

調査では行っていない。これまで述べてきたように、高等学校段階における課題の一つが SAS の獲得

だと考えるのであれば、義務教育段階における教師からの合理的配慮も、当事者の自己理解に基づく訴

えによって提供されることが必要である。同時に、合理的配慮が確かに自分の役に立ったという肯定的

な経験が不可欠である。これらのことから、個別の教育支援計画を作成する手続きの中に、本人を参加

させる場面を設けることが必要なのではないだろうか。すなわち、計画の作成段階に参加し自分に必要

な支援を周囲に伝え、一定期間後の見直しの話合いにおいては、合理的配慮を得た結果を本人の感じ方

のレベルで振り返ることを手続きとして位置付けることが重要ではないだろうか。このような視点から、

低年齢児から合理的配慮の提供に本人を関わらせることを通して、SASを身につけ、自分にとって必要

な配慮を過不足なく受けることができるようになると考えている。 

今回の調査は、困難さを感じている高等学校生の実態とそこから導き出される支援の方向性を示すこ

とができたのではないかと考えている。しかしながら、わずか一校での調査であるため、調査対象を拡

大し、より一般的な知見となるよう詳細な確認をしていきたい。 
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